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東御市八重原太陽光発電所

再生可能エネルギー発電事業に関する説明会

2026年6月21日

三菱HCキャピタルエナジー株式会社
GPSSグループ

発電所近隣の皆さま（上八重原地区の皆さま）
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住民説明会開催にあたって

本日の住民説明会は、2027年９月に運転開始予定の「東御市八重原太陽光発電
所」について、「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例」お
よび「東御市環境をよくする条例」の定めに従い、近隣住民の皆様に向けて太陽
光発電事業の内容についてご説明するために開催するものです。

なお、説明会の対象範囲については、東御市、区長および役員の皆様との協議
の結果、上八重原地区にお住まいの皆様を対象としております。

本説明会では、関係法令に基づき、受付にてご記入いただいた名簿を行政へ提
出する場合があります。

また、説明会の議事内容を記録するため、会場後方より録音・録画を行わせて
いただきますので、あらかじめご了承ください。

なお、録音・録画データにつきましては、本件に関する確認および対応のため
に使用するものとし、目的外に使用することはいたしません。

皆様のご理解とご協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

2
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１．はじめに
２．再エネ発電事業計画の概要
３．関係法令の遵守状況概要等
４．土地権限取得状況
５．設置工事の概要
６．事業の影響と予防措置

①安全面の影響と予防措置
②景観面の影響と予防措置
③自然環境・生活環境面の影響と予防措置
④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置

７．質疑応答

本日のご説明内容

3
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１. はじめに（当事業における関係会社）

発電事業者 施工会社

再生可能エネルギー事業に特化した二社にて取り組みます
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１. はじめに（発電事業者紹介）

№ 項目 内容

1 事業者名（新事業者） 三菱HCキャピタルエナジー株式会社

2 事業者所在地 東京都千代田区丸の内1-5-1 新丸の内ビルディング

３ 代表者氏名 代表取締役 : 木原 英一

４ 役員氏名

取締役副社長：山本 英明
常務取締役 ：松本 義法
常務取締役 ：岡田 哲治
取締役 ：岡 隆文
取締役 ：小池 塁
取締役 ：濱 一郎
監査役 ：坂井 剛
監査役 ：坂口 真

５ 資本金 1億5,000万円

６ 従業員数 ７７名（２０２６年４月１日現在）

７ 実績 ７６８MW（保有２０８MW、SPC出資参画５６０MW)

８ 主な出資者 三菱HCキャピタル株式会社（100％）
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１. はじめに（施工会社紹介）

会社概要

施工会社 GPSSグループ

所在地
東京都港区芝2-5-10

芝公園NDビル６F

設立 2012年10月創業

資本金 2億円

事業内容

再生可能エネルギーを活用した発電事業の投資、

開発、運営

発電所の設計、調達、建設、運営管理

従業員数 232名（2025年12月時点）

代表取締役 目﨑 雅昭／倉田 隆広（共同代表）

エリア 施工件数 保有件数

北海道 38件 22件

東北 7件 5件

関東 54件 18件

中部 23件 19件

近畿・中国・四国 11件 9件

九州・沖縄 27件 21件

電源区分 施工件数 保有件数

太陽光 160件 94件

地熱 8件 3件

小水力 2件 2件

系統用蓄電池 2件 1件

合計件数（容量） 172件（230MW） 100件（156MW）

施工実績／保有発電所

太陽光エリア別
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１. はじめに（発電所設置による社会的役割）

太陽光発電所を作る意義
（日本の未来の電気を日本で支えること）

国策として、以下の３つを同時に進めるとしています

①エネルギー安全保障 ②脱炭素 ③産業政策

エネルギー輸入国からの脱却

（資源が乏しい）

国内で作れる資源不要の

電源を増やしたい

2030年温室効果ガス46％削減

2050年カーボンニュートラル

上記を達成する為、

再生可能エネルギーの拡大

電力インフラ再構築

（現在：大型火力 ＋ 大型原発）

再エネを主力電源化

太陽光はその基盤として支える
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排出されたCO2を吸収するのに必要なスギの木は、約14万3千本

火力発電所で今回の太陽光発電所が1年間で作る電気（約451万kWh）の場合

火力発電

約2000ｔのCO２を排出

１. はじめに（太陽光設置によるCO2の削減効果）

※燃料（石炭、石油、天然ガス）により差があります。

石炭：3700t、石油：3100t、天然ガス：2000t
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２. 再エネ発電事業計画の概要

№ 項目 内容

１ 発電所名称 東御市八重原太陽光発電所

2 発電事業者 三菱HCキャピタルエナジー株式会社

3 電源種 太陽光発電

4 設置形態 地上設置

5 発電出力（AC/DC） 1999.4kW（AC）、3258.7kW（DC）

6 実施場所 長野県東御市八重原字白水平816-46

7 事業期間 2027年9月30日～2047年９月29日（20年間予定）

８ 発電電力の用途 オフサイトPPA（非FIT）

9

※発電事業者については三菱HCキャピタルエナジー子会社に移管予定あり
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２. 再エネ発電事業計画の概要

発電所の位置

10
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２. 再エネ発電事業計画の概要

施工例

11

架台

PCS(パワーコンディショナー：パワコン)

パネル（モジュール）

QB（キュービクル） 門扉／標識を取り付け

フェンス

直流電気を交流電気に変換 発電した電気の電圧を調整

11
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２. 再エネ発電事業計画の概要

発電所のパネル配置図

12

門扉

QB

■概要

AC：1,999.4kW

DC：3,258.7kW

パネル：4,464枚

PCS：125kW 19台

PCS
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２. 再エネ発電事業計画の概要

既設電柱
新設電柱（仮）

新設構内柱

東側の道路沿いにある電柱に繋げたく、中部電力に依頼済

現在、中部電力の設計中であり、構内柱との間に新たな電柱とし
て２本程度、建柱される想定でおります

この電柱に
繋げる

電柱の位置について
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２. 再エネ発電事業計画の概要

伐採箇所

残置樹木 上田建設事務所の建築課と協議を行い、景観法及び長野
県景観条例を遵守のうえ、伐採する樹木は事業地内に限
定します。加えて道路沿いの樹木は伐採をせずに残す事
にします。

伐採箇所について
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■法令遵守のために必要な計画の策定及び実施のための人員配置・体制構築

・発電事業にかかる許認可の法令対応確認、許認可等の届出（GPSSホールディングスが担当）

・運転開始後の発電事業全体の法令等遵守の責任者は発電事業者

３. 関係法令の遵守状況概要等

関係法令遵守（許認可等の取得）の実施体制

【発電事業者】
三菱ＨＣキャピタルエナジー

株式会社

【建設事業者】

GPSSエンジニアリング
株式会社

【許認可・ガイドライン申請者】

GPSSホールディングス
株式会社

15
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■ 「再生可能エネルギー発電事業に係る関係法令手続状況報告書」に記載の法令及び条例において求められる許認可・届出等

№ 項目 完了期日

1 国土利用計画法に基づく土地売買等届出 該当なし

2 都市計画法に基づく開発許可 該当なし

3
河川法に基づく工作物新築等許可、河川区域内の土地
占用・掘削許可

該当なし

4
港湾法に基づく港湾区域内の水域又は港湾隣接地域に
おける占用許可、臨港地区内の行為届出

該当なし

5 海岸法に基づく海岸保全区域等内の占用・行為許可 該当なし

6
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に基づ
く急傾斜地崩壊危険区域内の行為許可

該当なし

7
砂防法に基づく砂防指定地における行為許可、砂防設
備の占用許可

該当なし

8
地すべり等防止法に基づく地すべり防止区域内又はぼ
た山崩壊防止区域内の行為許可

該当なし

9 景観法に基づく景観計画区域・景観地区内の行為届出 26年10月予定

10
農業振興地域の整備に関する法律に基づく市町村の農
業振興地域整備計画の変更手続

該当なし

11 農地法に基づく農地転用許可 該当なし

№ 項目 完了期日

12 森林法に基づく林地開発許可 該当なし

13
森林法に基づく保安林指定解除手続、伐採及び伐採後
の造林の届出

該当なし

14
文化財保護法に基づく埋蔵文化財包蔵地土木工事等届
出、史跡・名勝・天然記念物指定地の現状変更許可

該当なし

15 土壌汚染対策法に基づく土地の形質変更届出 26年10月予定

16 自然公園法に基づく特別地域・特別保護地区内の行為許可 該当なし

17 自然環境保全法に基づく自然環境保全地域内の行為許可 該当なし

18
絶滅のおそれがある野生動植物の種の保存に関する法律に
基づく生息地等保護区の管理地区等内の行為許可

該当なし

19
鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律に基
づく鳥獣保護区の特別保護地区の区域内の行為許可

該当なし

20 環境影響評価法・条例に係る環境影響評価手続 該当なし

21
宅地造成及び特定盛土等規制法に基づく宅地造成等工
事規制区域内・特定盛土等規制区域内の工事許可

26年10月予定

22
その他の法律・条例に係る手続
長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例
東御市環境をよくする条例

26年10月予定

16

３. 関係法令の遵守状況概要等
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■ 「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例」に記載の法令及び条例において求められる許認可・届出等

№ 項目 完了期日

1 道路法に基づく占用許可手続 該当なし

2 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づく行為許可 該当なし

3 消防法に基づく申請等 26年10月予定

4 長野県立自然公園条例に基づく行為許可 該当なし

5 長野県希少野生動植物保護条例に基づく行為の許可等手続 該当なし

6 長野県景観条例に基づく届出手続 該当なし

7 長野県砂防指定地管理条例に基づく砂防指定地内における行為許可 該当なし

№ 項目 完了期日

1 東御市環境をよくする条例において、東御市と発電事業者間で協定を締結 26年10月予定

2
東御市環境をよくする条例の中で、必要に応じて区と発電事業者間で協定を締結
（今回は、上八重原地区と三菱ＨＣキャピタルエナジーで協定を締結予定）

26年10月予定

■条例において求められる協定書等

17

３. 関係法令の遵守状況概要等
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４. 土地権原取得状況

№ 地番 地目 地積（㎡） 土地権原 取得状況

1 長野県東御市八重原字白水平816-46 雑種地 32,242 地上権 2026年7月
契約予定

816-6の土地を分筆して
816-46となります

18

隣接地について
・南側の道 公衆用道路
・850-8‐ 畑

850-8
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５. 設置工事の概要

19
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６. 事業の影響と予防措置

・発電事業者を保守点検責任者とし、本発電所の発電設備にかかる維持管理体制を構築します。

・本発電所の保守運営管理の実務は、発電事業者管理のもと保守事業者にて実施します。

・本発電所の保安管理については、電気主任技術者を選任し電気主任技術者の指示のもと実施します。

・除草業務や産廃処理は、発電事業者や保守事業者から専門業者に委託します。

・維持管理実務上、保守事業者の責任のもと電気工事等を下請事業者に再委託する場合があります。

発電設備維持管理実施体制

発電事業者
三菱ＨＣキャピタルエナジー㈱

保守点検責任者

下請工事業者

電気主任技術者
※運転開始時までに確定します

保安管理責任者

除草事業者
産廃処理事業者

㈱スマートエナジー

保守事業者

再委託

再委託 再委託

20

委託（必要に応じ）
委託

関係法令および
作業の遵守状況を監督
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６.事業の影響と予防措置

項目 内容

1 斜面への設置

【及ぼしうる影響】
傾斜度30度以上になると土砂の流出や崩壊等の発生頻度が高くなる傾向がある
【予防措置の内容】
太陽光発電設備を斜面へ設置していないため、影響はないと考えております

2 盛土・切土

【及ぼしうる影響】
大規模な土砂流出又は崩壊その他の災害の要因となり得る
【予防措置の内容】
盛土・切土を行っていないため、影響は無いと考えております

3 地盤強度

【及ぼしうる影響】
設置場所の傾斜があり地盤強度が弱ければ、発電設備の倒壊の要因になり得る
【予防措置の内容】
傾斜地で設置する設備はございません。地盤については表層改良を行った後に複数個所にて一軸圧縮試験を実
施。目標値120kN/㎡を超えているため、影響はないと考えております

4 排水対策

【及ぼしうる影響】
太陽光発電所の建設が起因し、雨水が敷地外へ越水する可能性がある
【予防措置の内容】
敷地外への排水は行わず、敷地内にて自然浸透する設計にしておりますので、雨水が流出する懸念は低いもの
と考えております

5
法面保護・
斜面崩壊防止策

【及ぼしうる影響】
設置場所の現地の諸条件や周辺環境、施工後の維持管理等を考慮しなければ、法面や斜面崩壊の要因となり得
る
【予防措置の内容】
当該敷地内に保護が必要な法面及び斜面はないため影響はないと考えております21

① 安全面

(ア) 斜面への設置

(イ) 盛土・切土

(ウ) 地盤強度

(エ) 排水対策

(オ) 法面保護・斜面崩落防止策

(カ) 防災施設の先行設置

(キ) 設備設計

(ク) 施行後の管理の継続性

(ケ) 事業終了後の措置

② 景観面

(ア) 景観面への影響

(イ) 予防措置

③ 自然環境・生活環境面

(ア) 騒音・振動

(イ) 水の汚れ／濁り

(ウ) 反射光

(エ) 雑草の繁茂

(オ) オオルリシジミ

④ 廃棄物の撤去等

(ア) 法令遵守体制

(イ) 廃棄費用

(ウ) 廃棄物の種類・見込み量

安全面、景観面、自然環境・生活環境面及び廃棄物の撤去等の4つの観点からご説明いたします
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項目 内容

６ 防災施設の先行設置

【及ぼしうる影響】
・前項での確認により該当するものがあった際、予防する為の防災施設を先行設置しなければ災害の懸念があ
る
・消防法施行規則第6条第4項に規定される受変電設備に該当し、火災等の可能性があり得る
【予防措置の内容】
・斜面への設置がなく切土盛土も行っておらず、地盤や排水、法面保護等にも問題ないことから防災施設の先
行設置はして
おりません
・火災に備え消防署へ相談を行い、高圧受電設備の横に消火器を設置しております

7 設備設計関係の概要

【及ぼしうる影響】
傾斜地及び地盤の形状、台風や地震などの災害による影響、風圧荷重、積雪荷重、地盤の支持力、必要な根入
れ深さ(土かぶり)等を考慮しなければ、自然災害により発電設備が破損する要因となり得る
【予防措置の内容】
地盤調査したうえでJISや建築基準、さらにはメーカー仕様に基づき台風や地震の影響を考慮した設計。詳細
には、風速は建設省告示1454号に基づき風速30ｍ/秒、垂直積雪量100㎝に耐えられる架台設計及び地盤の支
持力としております。
また、基礎設置後に設計に基づいて施工されているか検査を実施し、問題ないことを確認しております

８ 施工後の管理の継続性

【及ぼしうる影響】

設計条件、構造特性等を勘案した上で維持管理計画及び実施体制を取らなければ、発電設備の故障、または敷
地内の雑草が繁茂し近隣トラブルの要因となり得る
【予防措置の内容】

詳細については、P21ご参照

９ 事業終了後の措置

【及ぼしうる影響】
機器の撤去など事後措置を行うことを前提としなければ地域住民の不安が募る
【予防措置の内容】
計画事業期間はFIT制度における期間20年で計画していますが、FIT期間終了後も発電事業の継続を計画して
います。太陽光発電事業の終了後については、太陽光パネル等の設備を廃棄物の処理及び清掃に関する法律
（昭和45年法律第137号）等の関係法令を遵守し、可能な限り速やかに撤去及び処分を行います。詳細につい
ては、P36ご参照。なお、土地は許認可等に基づく原状回復義務はありません

①安全面

(ア) 斜面への設置 設置場所は南西に向かって最大約5.3°の傾斜がありますが、
不陸はほぼなく、急斜面への設備設置は行いません。

(イ) 盛土・切土 雨水を場内浸透処理するために、防災調整池や排水側溝を施工します。
その他、管路掘削後埋め戻しを行いますが、切土盛土に該当しないほど小規模な土工です。
発生土は場内に30㎝以下で敷きならします。
（24頁に詳細説明あり）

(ウ) 地盤強度 本事業範囲にてスクリューウエイト貫入試験（SWS試験）を実施し、全ての地点で太陽光発電所の設置が
問題にならない地盤の固さ(N値約3.5以上)であることを確認しております。
なお、SWS試験については、JIS A 1221および地上設置型太陽光発電システムの設計･施工ガイドライン
に基づき、試験ポイント数を選定し試験を実施しています。

(エ) 排水対策 防災調整池を設け敷地内にて自然浸透する計画です。
（25、26頁に詳細説明あり）

(オ) 法面保護・
斜面崩落防止策

調整池法面は重機で転圧します。また、法面は緑化により崩落を防止します。
調整池以外で新たに斜面を造成することはありません。

６_① 安全面の影響と予防措置
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①安全面

(カ) 防災施設の先行設置 雨水流出対策の為、調整池を設置します。
消火器を設置します。

(キ) 設備設計 地盤調査の上、構造計算します。
JIS C8955 2017基準 に則り、安全な構造物となるよう、設計します。

本事業地の設計条件は、各種関係法令および長野県建築住宅課の指導等に基づいて定めています。
内容は以下のとおりです。

・設計基準風速：30m/s
・垂直積雪量 ：66cm
・凍結深度 ：53cm

風荷重について、地面と概ね並行にパネルが配置されるようにすることで、荷重を小さくしております。
加えて、各荷重を加味して適切な根入れ深さを確保しています。

(ク) 施工後の管理の継続性 電気事業法に基づき、3か月に一回の定期点検、年1回の年次点検（精密点検）を実施いたします。
年2回の除草を実施します。
（27頁に詳細説明あり）

(ケ) 事業終了後の措置 事業期間を20年としており、満了後すみやかに発電設備を撤去し原状回復する予定です。
但し、地権者様と弊社とで合意した場合に限り、事業期間を延長いたします。

６_① 安全面の影響と予防措置
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工事の着手予定年月日及び
完了予定日

造成着手日（予定）：2026年11月
造成完了日（予定）：2026年12月

盛土又は切土の高さ 切土 ：最大3.5m程度（新設調整池）
発生土敷き均し：最大30㎝程度

盛土又は切土をする土地の面積 切土 ：500㎡（新設調整池、排水路）
浚渫 ：1000㎡(既設調整池）
発生土敷き均し：4500㎡

盛土又は切土の土量 切土量 ：1300㎥
盛土量（敷均し）：1300㎥

土砂等の盛土等が施工されている間
における盛土等区域外への土砂等の
崩落、飛散又は流出による災害を防
止するために講ずる措置

飛散又は流出しないよう、主に下記措置を講じます
・大雨時造成法面表面を必要に応じブルーシートで覆い浸食や土砂の流出を抑える。
・施工時に土のうを設置して雨水による土砂の流出を一時的にせき止める。
・重機や人力で簡易的に排水溝を作り、土砂の流出を防止する。

①_(イ) 切土・盛土

６_① 安全面の影響と予防措置
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・事業用地内に降った雨水は、「長野県地域と調和した太陽光発電事業の推進に関する条例」の手引きに則って排水計画を行っています。

・既設調整池の活用と新設調整池の設置により、雨水を事業用地内に貯留する計画です。

・雨水は既設及び新設の土側溝によって調整池まで導水します。

・貯留量は、30年確率降雨（時間降雨強度48.9㎜/hr）

継続時間は10分に対応し、降雨時に本事業によって用地外に

流れ出る雨水が増加することを防ぎます。

・雨水が集まるエリアごとに調整池の設置を行います。

・貯留した雨水は調整池の底面から地下に浸透します。

・余裕率は既設調整池1.3、新設調整池1.7です。

既設調整池

新設調整池

既設調整池エリア新設調整池エリア

既設集水枡エリア

流下方向調整池流域図 土側溝

①_(エ) 排水対策（概要）

６_① 安全面の影響と予防措置

既設集水枡

新設調整池拡大図



© Mitsubishi HC Capital Energy Inc.. All rights reserved. 26

・既設調整池には貯留した雨水を場
外に排水する構造が2カ所あります

・一方は南側の用水池、もう一方は
西側の林に流下しています

・既設調整池にため池の水量調整が
出来る水門を設置します

既設調整池

発電所設置後
も活用

道路側溝（U字溝）により
西側の林方面にも排水して

いる
ため池に流入

埋設管により
道路を横断

①_(エ) 排水対策（水門）

水門設置

◆水門イメージ

６_① 安全面の影響と予防措置
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春 夏 秋 冬

除草作業＆目視点検 除草作業＆目視点検

・電気主任技術者の
定期点検

・電気主任技術者の
定期点検

・電気主任技術者の
定期点検

・電気主任技術者の
定期点検

（定期点検に併せて）
・電気主任技術者の

年次法定点検

・遠隔監視システム
毎日のチェック

アラート発報時の緊急駆け付けや
台風等の災害後に巡視確認

※除草作業は2回/年を予定します。
実施月は繁茂状況をみて調整していきます。

①_(ク)施行後の管理の継続性 年間計画イメージ

６_① 安全面の影響と予防措置
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6_②景観面の影響と予防措置

28

②景観面

本事業地は自然環境・景観の保護を目的として条例で設定された保護エリアに該当しておりません。
しかしながら、長野県景観条例に基づき、景観計画区域内における行為の届出を提出予定のため、その概要を説明いたします。

(ア) 景観面への影響 ■再エネ設備の高さ
・太陽光パネル 最大約2.5ｍ
・キュービクル 約3.2ｍ
・フェンス 1.8ｍ

■再エネ設備の意匠
・太陽光パネル 向きや設置角度を揃え、配列に規則性を持たせます

道路側からは裏面が見えにくいように配置します
■再エネ設備の色彩

・太陽光パネル 濃紺色で低明度かつ低彩度の目立たないものを使用します
・PCS、キュービクル 派手な色彩を避け、白系の落ち着いた色調のものを使用します
・フェンス 自然と調和するように茶色のものを使用します

長野県が指定する眺望点の「田楽池」および「湯楽里館」の展望地からの眺望への影響はほとんど
ございません。（29、30頁に詳細説明あり）

(イ) 予防措置 防眩性の高いパネルを採用することにより反射光の発生を限定します。
隣接する道路境界の既設植栽は残置します。

完成イメージ
（GPSSで施工した発電所）
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田楽池 湯楽里館

対象地

眺望点からは遮蔽物により直接見通すことはできません

②_(ア) 景観面への影響（眺望点からの景観）

6_②景観面の影響と予防措置

対象地

距離がかなり離れており、認識すら難しいです
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②_(ア) 景観面への影響（道路からの景観イメージ）

6_②景観面の影響と予防措置
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地域 基準値 （昼間） 基準値 （夜間）

５０ｄB以下 ４０ｄB以下

及びB ５５ｄB以下 ４５ｄB以下

６０ｄB以下 ５０ｄB以下

AA地域：療養施設、社会福祉施設等が集合して設置される地域等特に静穏を要する
地域

A地域 ：専ら住居の用に供される地域
B地域 ：主に住居の用に供される地域
C地域 ：相当数の住居と併せて商業、工業等の用に供される地域

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置

○騒音に係る環境基準について（平成24年改正 環境省）

31

③自然環境・生活環境面

（ア） 騒音・振動 ＜工事期間中の対策＞

・工事期間中に発生する騒音及び振動は、近隣住民に配慮して施工いたします。

・計画地の地盤が強固であるため、架台の杭施工において削孔作業を行う場合が

あります。この削孔作業や杭打設作業において、一時的に騒音や振動が発生

する可能性がありますが、影響の低減に努めます。

・基本工事時間：8:00-17:00(日曜、お盆、正月除く）

・通学時間は事前に確認させていただき、避けるようにします。

・工事車両は交通ルールを遵守し、急発進・急加速はせず、アイドリングストッ

プに努めます。

・工事関係者の移動については、乗り合い輸送の促進によって、通勤車両台数を

低減するよう努めます。

・工事用資材等の搬入出による車両ピーク台数の低減を図ります。

（1日5台想定。伐木時の運搬時で最大30台想定）

・工事期間中は定期的に会議などを開催し、生活環境保全措置を工事関係者に周

知・徹底いたします。

＜発電所完成後＞

・太陽光発電所はフェンスの外からでは音をほとんど感じません。

・パワーコンディショナーとキュービクルは冷却ファンの動作音がしますが、

住宅から離れた場所へ設置します。

・動作音は機械に近づかないと聞こえませんが、必要に応じて予防措置を検討い

たします。
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項目 内容

３ 反射光
反射光が届くと推測されるエリア及び時間は限られており、影響は極めて軽微と考えます。
詳細についてはP31、32ご参照

４ 雑草の繁茂

【及ぼしうる影響】
発電所内に雑草が繁茂し、それが放置されると景観を阻害するだけでなく、害虫の発生等により
周辺地域の住民の迷惑になり得る
【予防措置の内容】
2回/年の草刈を行います
周辺地域に影響が生じないよう、除草剤の散布はいたしません

５ 大気環境及び水環境への影響 本案件は条例等環境アセスメントの対象外であり、影響は少ないものと考えます

６
生物の多様性の確保及び自然
環境の体系的保全

本案件は条例等環境アセスメントの対象外であり、影響は少ないものと考えます

32

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置

③自然環境・生活環境面

(イ) 水の汚れ・濁り 排水計画で説明の通り、場内の調整池で集水した雨水・泥水は場内処理を原則として計画しています。
また、調整池への導水は既設側溝の活用及び新設側溝により確実に行うことで、造成工事中も泥が場外
に漏れないよう細心の注意を払います。

白水グランドにある深井戸については、区長並びに役員の方から井戸の存在をお聞きしまして、関係者
に情報を聞いております。
（33頁に詳細説明あり）

(ウ) 反射光 南向きの方角に傾斜10度でパネルを設置します。
防眩性の高いパネルを採用しており、反射光の発生は限定的です。
（34~35頁に詳細説明あり）

(エ) 雑草の繁茂 除草作業は年間２回実施で計画しております。
除草剤は使用しません。

(オ) 絶滅危惧種 市蝶であるオオルリシジミは絶滅危惧種であるが、該当する法令や条例はありません。
但し、事業者として、自主的な取り組みを行います。
（36頁に詳細説明あり）
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③_(イ) 水の汚れ・濁り

33

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置

新井戸は、地下約200mの帯水層から地下水を汲み上げる深井戸です。

深井戸の組合長を通じて専門家へのヒアリングを実施した結果、今回の太陽光発電事業が地下水に影響を及
ぼす可能性は低いとの見解をいただいております。

また、深井戸の組合では定期的に水質検査を実施されていると伺っております。
今後、工事期間中または設備設置後に本事業との関連が疑われる影響が確認された場合には、必要な調査を
実施し、その結果に応じて適切な対策を検討・実施いたします。

旧井戸 新井戸
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③_(ウ) 反射光（概要）

34

反射の影響が懸念されるケース

① 設置場所の北側に高い建物がある

② 斜面地へのパネル設置で、南側に近接して住宅等が
ある

③ 東側又は西側が大きく開けている土地に太陽光発電
施設を設置する

本案件の位置関係
・一部低層住宅の北側に太陽光パネルが設置されます

・太陽光パネルの南側には樹木があり、斜面地への配置
ではないため太陽光が住宅に反射する可能性は低いと考
えています

周辺住宅

太陽光パネル

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置
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③_(ウ) 反射光（影響イメージ）

夏至・冬至の日の出日の入り方向 反射の影響イメージ
・本件による反射光の影響はほとんど生じないと考えられます
・太陽光パネルは南向きに設置するため、日中の反射光は主に北側へ

向かいます
・朝夕の太陽高度が低い時間帯には反射光が東西方向へ生じるが、東西

は工場敷地や林地となっています
・南側の住宅との離隔は40ｍ程度あり、方向的にも反射光は届かない

配置となっています
・境界の樹木は残置する計画です

40m

南←→北

西←→東 日の出・日の入り時の反射方向

日中の反射方向

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置

35
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③_(オ)絶滅危惧種（オオルリシジミ）

6_③自然環境・生活環境面の影響と予防措置

１．絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律

太陽光発電設備を設置する際に関係する主な環境関係法令は以下のとおりです。

本法では、希少な野生動植物について以下の措置が定められています。
・個体の捕獲・採取等に関する規制
・生息地等保護区の指定（全国で10か所）
・保護増殖事業の実施
なお、オオルリシジミは保護増殖事業の対象種ですが、本事業地は生息地等保護区には指定されていません。

２．環境影響評価法
太陽光発電事業については、発電出力3万kW以上の事業が対象となります。
本事業の計画規模は約0.32万kWであり、対象規模には該当しません。

３．長野県環境影響評価条例

東御市生活環境課へ相談したところ、現時点において、本事業に対してオオルリシジミを理由とする個別の
許認可や追加的な規制はないとの見解をいただいております。

オオルリシジミ成虫の捕獲・採集は行わない。
関係者および工事従事者へ希少種保護の周知を徹底する。
工事中および事業期間中の除草作業において、オオルリシジミの食草であるクララを確認した場合は、可能な範囲で
保護に努め、必要に応じて移植等の対応を検討する。

環境省：絶滅危惧IA類に指定、東御市：天然記念物に指定

行政への確認結果

太陽光発電事業については、敷地面積20ha以上の事業が対象となります。
本事業の敷地面積は約3haであり、対象規模には該当しません。

施工会社・事業者としての自主的な取り組み
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6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置

④廃棄物の撤去等

(ア) 法令遵守体制 ・廃棄物の撤去については、法令に則って対応を致します。
（38、39頁に詳細説明あり）

(イ) 廃棄費用 ・非FITの為、法令上（再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法）の積立制度の対象
外だが、当法令に則って廃棄費用の積み立てを行います。

（40頁に詳細説明あり）

(ウ) 廃棄物の種類・
見込み量

・廃棄物の種類と見込み量は、設置工事時と事業終了時の２パターンで考えております。
（41、42頁に詳細説明あり）

・パネルに含まれる有害物質について、メーカーから問題なしという回答を頂いております。
（43、44頁に詳細説明あり）
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6_④廃棄物の撤去等に関する影響及び予防措置

・委託先の選定にあたっては適切に許可・資格を取得しているか確認のうえ発注
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）等に基づき適切に実施
・廃棄物についてはマニフェストの（写）を取得する等、適切に廃棄を実施
・リユース可能なものはリユース事業者へ売却・回収を依頼し再利用を推進
・撤去時に地方自治体（長野県、東御市）の環境条例等がある場合は、当該法令等に基づき必要な手続き等を

実施するものとする。
※太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン（第三版）を参考

④_(ア) 法令遵守体制

三菱HC
キャピタルエナジー

撤去発注

解体・撤去
事業者

収集運搬
事業者

中間処理
事業者

最終処分
事業者

リユース
事業者 精錬事業者

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
(写）

廃棄委託 産廃運搬

産廃処理
リサイクル

リサイクル

※解体工事を解体・撤去事
業者（廃掃法上の元請事業
者）に発注する前提

ﾏﾆﾌｪｽﾄ
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◼ 産業廃棄物の運搬や処分をする際は、法により守るべき基準が定められています。

◼ 工事請負業者（＝排出事業者）は、産業廃棄物の収集運搬や処分（中間処理又は最終処分）を委託する場合、適切な
業者を選定し、明確な契約書を取り交わし、マニフェスト伝票の発行と照合など適切な運用・管理を行います。

◼ 委託業者の選定にあたっては、廃棄物の種類・量・性状及びこれらの荷姿に適した処理方法についてあらかじめ検討
を行ったうえで、業者の持っている許可の種類や内容、技術的能力、最終処分までの処理工程、環境への配慮などを
十分に吟味して行います。

●委託契約書を必ず締結する。 （令第6条の2）

• 排出場所と運搬先両方の都道府県知事（政令市長）の許可を得ている収集運搬業者を選定します。

• 排出事業者と収集運搬業者、及び排出事業者と処分業者のように、直接に２者間で契約（２者契約の原

則）します。
• 契約書には処理業者の許可証のコピーを必ず添付し、業務終了日から5年間にわたり保管します。

排出事業者 収集運搬業者 中間処理業者
廃棄
物

廃棄
物

廃棄
物

契約

契約 処分

●許可のない者に処理を委託しない。 （法第12条第3項、第4項）

6_④廃棄物の撤去等に関する影響及び予防措置

④_(ア) 法令遵守体制
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廃棄費用に関する項目

項目 内容

1

円

2

10年間）の想定発電量
6,050,682kWh）✕積立単価（1.40円）

3 年2月

4 年1月

5
円/kWh（設備認定年度：2013年度）

※ 再エネ特措法第15条の13第1項に基づき経済産業大臣が定めた解体等積立基準額

40

④_(イ)廃棄費用

設備の廃棄に係る廃棄費用の総額 23,559,000円

廃棄費用の算定方法 計算式＝廃棄費用の毎月の積立単価 × 10年間の想定発電量（ｋWh）

廃棄等費用の想定額は、資源エネルギー庁の「廃棄等費用積立ガイドライ
ン」に定められている数値等を準用しています。

廃棄費用の積立開始時期及び終了時期 再エネ特措法に基づく廃棄等積立制度に準じて、積立開始は運転開始後
11 年目から20年目までの10年間で積立をします。

廃棄費用の毎月の積立単価 0.62円/ｋWh

6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置
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太陽光パネルに関する項目

№ 項目 内容

1

2

3 年9月～製造終了時期不明

4

：0.1wt%未満
0.1wt%未満

：0.1wt%未満
：0.1wt%未満

41

＜設置工事で発生する廃棄物の見込量とその処理について＞
今回の太陽光発電所設置におきましては、極力残土や廃棄物が敷地の外に排出されない計画を策定

いたします。産業廃棄物につきましては廃棄物処理法など関係法令を遵守し、責任もって適切に処理
させていただきます。

廃 材 等 量 主な素材 処理

パレット
木製パレット120枚

1枚/21.2kg 1296kg 木材 リサイクルまたは廃棄

梱包材 160kg 段ボール（紙） リサイクルまたは廃棄

梱包材 80kg ビニール 廃棄

電材くず
杭架台梱包材 1200kg

電材屑 120kg 銅・樹脂・アルミ・鉄・他 リサイクルまたは廃棄

汚 泥 なし 泥その他 持ち出し予定なし

採掘残土 なし 土 持ち出し予定なし

浚渫残土等 300m3 その他 持ち出し予定なし

樹 木 伐採木 200t 木 リサイクルまたは廃棄

④_(ウ)廃棄物の種類・見込み量（設置工事時）

6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置
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＜撤去時に発生する廃棄物の見込量とその処理について＞
事業を終了した場合は、パネル等機器一式の撤去を進めます。撤去した機器類等につきましてはリサイクル処理
または産業廃棄物として適切に処理させていただきます。

機 材 等 量 主な素材 処理

太陽光パネル 約171,000kg シリコン・アルミ・ガラス リサイクルまたは廃棄

架台 約50,000kg アルミ リサイクル

杭 約30,600kg 鉄 リサイクル

パワコン 約1,750kg 銅・アルミ・鉄・樹脂 リサイクルまたは廃棄

ケーブル 約8,200kg 銅・アルミ・樹脂 リサイクル

受変電設備 約12,300kg 銅・アルミ・鉄・樹脂 リサイクルまたは廃棄

採掘残土 なし 土 持ち出し予定なし

浚渫残土等 なし 土 持ち出し予定なし

④_(ウ)廃棄物の種類・見込み量（事業終了時の撤去時）

6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置
まや 260610記
------

計算根拠メモ

■パネル
１枚 38.3kg

全４４６４枚

38.3x4464=170971.2→171000（安全目に1ton単位で切上げ）

■架台・杭
七久保リニア
七久保DC1561.6 23240kg
架台23240 x 3258.7/1516.6=49935.5

杭14270x 3258.7/1516.6=30661.17

■PCS

１台 88kg
全19台

88x19=1672→1750

（安全目に50kg単位で切上げ）

■ケーブル
七久保リニア
変則的なケーブルルートなので補正係数

東御：186
七久保：91st

1729 x 186/91 x  = 8175kg → 8200kg

------------

[塩尻出したときのめも]
坂出：71st

塩尻：60st
93kg x 22樽 x 60/71 = 1729kg → 約1.8ton

■受変電設備
参考七久保 倉園
連携盤1500㎏
TR750ｋVA 2500㎏＋集電盤 600㎏
TR550ｋVA 1700㎏＋集電盤 600㎏
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4
3

化学物質の鉛のみが、ジャンクションボックスのはんだでのみ使用されています。

6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置

④_(ウ)廃棄物の種類・見込み量（パネルの成分について①）
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④_(ウ)廃棄物の種類・見込み量（パネルの成分について②）

44

4
4

ジャンクションボックスの説明

鉛の使用につきましては、ジャンクションボックス内部のはんだ接合部に限定されており、外装樹脂部品、DCケー
ブル、コネクタ等には鉛は含まれておりません。裏面のジャンクションボックス内のはんだに微量ですが、含有さ
れております。
鉛の融点は327.5℃であり、浸水・破損した場合でもパネル自体を分解・細断・溶融などを施し積極的に抽出しな
い限り流出する可能性は極めて低いと思われます。
日本国内に於いて住宅・産業・大規模発電所など含め様々な用途に累積80GW相当が導入されておりますが、鉛が
流出した事例を耳にした事はございません。

メーカー回答

拡大写真

ジャンクションボックス

DCコネクタ

裏面写真使用パネル

6_④廃棄物の撤去等に関する影響と予防措置
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7. 質疑応答

・本日の説明会での説明は以上となります。

・これまで説明した内容について、ご質問やご意見等がございましたら
お願い致します。

・ご質問ご意見等がある場合は、お手数ですが挙手下さい。
順番にお伺い致します。

・ご質問やご意見等を発言する際は、お手数ですが最初にお名前を
お伺い致します。

・この場で回答できない場合は、後日回答させていただきますので
予めご了承下さい。

・説明会終了後もご質問ご意見を受付けいたします。
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ご清聴ありがとうございました


